
伏見区醍醐地域安心安全ネット継続応援事業補助金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、誰もが安心して暮らせるまちづくりを進めることを目的に、

市民が自主的・主体的に行う安心・安全の取組を推進するために、活動費の一

部に対する補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、京都市補助金等

の交付等に関する条例（以下「条例」という。）及び京都市補助金等の交付等

に関する条例施行規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（交付の対象） 

第２条 補助金は、小学校区（以下「学区」という。）を単位として活動する団

体で、次に掲げる各号の要件を満たす団体が実施する、防犯、地域福祉、防災、

子どもたちの安全対策などの分野において、身近な安心・安全の確保のための

活動（以下「補助活動」という。）に対して交付する。  

⑴ 市政協力委員連絡協議会、自治連合会その他の地域における各種の団体を

中心に構成される横断的な団体 

⑵ 取組を継続的に実施できる団体 

２ 補助金は、前項に規定する要件を満たし、伏見区長（以下「区長」という。）

が適当と認める補助活動に対し、予算の範囲内で交付する。 

３ 第１項に定める補助活動であっても、営利・宗教・政治を目的とした活動を

行う場合は、補助金を交付しない。 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、補助活動に要する費用の４分の３に相当する額の範囲内

の額とする。 

２ 前項の規定により一の年度において一の団体が交付を受ける補助金の額は、

１００，０００円を超えることができない。 

３ 前項の規定にかかわらず、複数の学区が協力して活動する場合は、前号に規

定する額にそれぞれ当該活動に参画する学区の数を乗じた額以内で交付する

ことができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる費用は、交付の対象外とする。 

⑴ 備品の購入費その他の事務所等の維持経費  

⑵ 研修会等への参加に要する経費 

⑶ 団体の構成員に対する人件費・謝礼 

⑷ 団体の構成員による会合等の飲食費 

⑸ その他区長が区長適当でないと認める費用 

（交付の申請） 

第４条 条例第９条の規定による申請は、区長が指定する期間内に、次の各号に

掲げる書類を添えて行うものとする。 

⑴ 学区の安心安全ネット継続応援事業補助金交付申請書（第１号様式）  

⑵ 学区の安心安全ネット事業補助金収支予算書（第２号様式）  

⑶ その他区長が必要と認める書類 



２ 申請を行う団体は、補助金の交付の申請をするに当たって、当該補助金に係

る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税

及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）に基づく仕入れに係る消費税及び地方消

費税として控除することができる部分の金額に補助対象経費に占める補助金

の額の割合を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して申請しなければ

ならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額が明らかでないものについては、この限りでない。  

（交付の決定及び標準処理期間） 

第５条 区長は、前条に規定する区長が指定する期間の終了後、３０日以内に、

条例第１０条各項の決定をするものとする。  

２ 区長は、前項の規定による決定をしようとするときは、区長が別に指定する

者（以下「審査者」という。）に審査を求めることができる。  

３ 審査者は、区長からの求めがあったときは、申請書に基づき審査を行い、そ

の結果を区長に報告するものとする。 

４ 第１項の規定により条例第１０条各項の決定をするとき又は前項の規定に

より審査を行うときは、別表に規定する審査表に基づき、決定又は審査を行う

ものとする。 

５ 区長は、第１項の規定により交付を決定したときは、学区の安心安全ネット

継続応援事業補助金交付決定通知書（第３号様式）により、不交付を決定した

ときは、学区の安心安全ネット継続応援事業補助金不交付決定通知書（第４号

様式）により、それぞれ当該団体に通知する。 

（変更等の承認の申請） 

第６条 条例第１１条第１項第１号及び第２号による補助事業等の内容若しく

は経費の配分の変更又は中止に係る市長等の承認の申請は、学区の安心安全ネ

ット継続応援事業計画変更・中止承認申請書（第５号様式）により行うものと

する。 

２ 条例第１１条第１項第１号に規定する軽微な変更は、次のとおりとする。 

 ⑴ 補助目的達成のために関連する事業間の弾力的な遂行を認める必要があ

る場合 

 ⑵ 補助目的の変更をもたらすものでなく、かつ、補助事業者等の自由な創意

により計画変更を認めることが、より能率的な補助目的達成に資すると考え

られる場合 

 ⑶ 補助目的及び事業能率に関係ない事業計画の細部の変更である場合  

 ⑷ 事務費間の流用で、流用先の経費に対する流用額の比率が極めて低い場合 

３ 区長は、前項の規定による申請があった場合において、これを審査し、止む

を得ないと認めるときは、これを承認し、その旨を交付決定団体に通知する。 

（事業完了の届出） 

第７条 条例第１８条の規定による実績報告は、事業が終了した後、速やかに次

の各号に掲げる書類により行うものとする。  



⑴ 学区の安心安全ネット継続応援事業実績報告書（第６号様式）  

⑵ 学区の安心安全ネット継続応援事業補助金収支決算書（第７号様式）  

⑶ 領収書の写し 

⑷ その他区長が必要と認める書類 

２ 事業を行う団体は、前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額を減額して報告しなければならない。  

（補助金の交付） 

第８条 区長は、前条の規定による報告があった場合において、適当と認めると

きは、事業補助金交付額決定通知書（第８号様式）により通知し、補助金を交

付する。 

（補助金の概算払） 

第９条 交付決定団体は、条例第２１条第２項の規定による補助金の概算払を受

けようとするときは、学区の安心安全ネット継続応援事業補助金概算払請求書

（第９号様式）を区長に提出しなければならない。 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）  

第１０条 補助事業者は、補助事業完了後に申告により補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに、消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額報告書（第１０号様式）により区長に報告しなけ

ればならない。 

２ 区長は、前項の報告があった場合、当該仕入控除税額の全部又は一部を納付

させることがある。 

（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。  

   附 則  

 この要綱は、令和２年１０月１日から実施する。  

  附 則  

 この要綱は、令和４年７月１日から実施する。  

附 則  

 この要綱は、令和７年６月１日から施行する。 



別表（第５条関係） 

 

学区の安心安全ネット継続応援事業補助金審査表 

 

審査者氏名         

申
請
番
号 

視 点 ニ ー ズ モ デ ル 性 
アイデア・

先 進 性 
継 続 性 

事業計画の

適 切 さ 

収支予算の

適 切 さ 
備   考 

配 点 １０ １０ １０ １０ ５ ５  

１         

２         

３         

４         

５         

 

視点ごとの審査項目 

視 点 審  査  項  目 

ニ ー ズ 学区にとって必要性・重要性が高いか、各区基本計画の推進に貢献するか 

モ デ ル 性 他学区の参考になる取組か、他学区に波及可能性はあるか 

アイデア・先進性  ①斬新な取組か、②斬新ではないが新たな工夫がされているか、③よく見られる取組か 

継 続 性 翌年度以降、①補助がなくても事業効果の継続が期待できるか、②補助がなくなれば事業が縮小されるか、③事業が終了する恐れが強いか  

事業計画の適切さ 実現可能な計画となっているか、学区の住民が幅広く参加しているか、効果的な計画となっているか 

収支予算の適切さ 交付の対象外となる費用はないか、余りに大まかな予算になっていないか、他者に委託をしていないか、効果的な予算となっているか 

 

学区の安心安

全ネット団体

名を記載 



第１号様式（第４条関係） 

 

学区の安心安全ネット継続応援事業補助金交付申請書 

 

（あて先）伏見区長 年  月  日 

住所（主たる事務所） 団体の名称及び代表者の氏名 

 

 

電話   － 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定により、補助金の交付を申請しま

す。 

団

体

の

概

要 

構成団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 会員名簿、役員名簿を添付してください。 

※ 団体の規約や、その他の団体についての資料等があれば添付して

ください。 

事

業

計

画 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

※具体的な

内容やスケ

ジュール等

を詳細に記

述してくだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２号様式（第４条関係） 

 

学区の安心安全ネット継続応援事業補助金収支予算書 

 

（あて先）伏見区長 年  月  日 

住所（主たる事務所） 

 

団体の名称及び代表者の氏名 

 

 

電話   － 

 

１ 収 入 

項  目 金額（円） 内  訳 

１ 補助金 

 

２ その他 

  

合  計   

 

２ 支 出 

項  目 金額（円） 内  訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

合  計   

 



第３号様式（第５条関係） 

                        京都市指令伏醍地  第  号 

                              年  月  日 

 

      様            

                     伏  見  区  長 

（担 当：地域力推進室 ） 

 

 

学区の安心安全ネット継続応援事業補助金交付決定通知書 

 

 

 年  月  日付けで申請のあった学区の安心安全ネット継続応援事業補助金に

ついて、下記のとおり交付することを決定しましたので通知します。 

 

 

記 

 

１ 団体名 

 

２ 交付金額          円 

 

３ 交付の条件 

（１） 事業の変更又は中止をしようとするときは、伏見区長の承認を得なければな

らない。 

（２） 事業が完了した後、１箇月以内又は  年３月３１日のいずれか早い日まで

に、実績報告書を提出しなければならない。なお、特に必要があると認める

ときは、事業の終了前に、補助金の全額を概算払いすることができる。 

（３） この補助金の交付の決定後、次の事項に該当すると認められる場合は、補助

金の交付金額の全額又は一部を返還しなければならない。 

ア 不正の手段により、補助金の交付を受けようとし、又は受けたとき。 

イ 補助金の交付の目的以外に補助金を使用したとき。 

ウ 第６条第３項の規定により、変更又は中止の承認を受けたとき。 

エ 補助金の全部又は一部を使用しなかったとき。 

オ この要綱の規定に違反したとき。 



第４号様式（第５条関係） 

                        京都市指令伏醍地  第  号 

                              年  月  日 

          

          様 

                     伏  見  区  長 

（ 担 当 ： 地 域 力 推 進 室 ） 

 

 

学区の安心安全ネット継続応援事業補助金不交付決定通知書 

 

 

 年  月  日付けで申請のあった学区の安心安全ネット継続応援事業補助金に

ついて、下記のとおり不交付とすることを決定しましたので通知します。 

 

 

 

記 

 

 

 不交付の理由 

 

 

 

 

 

 

 

１ この処分に不服があるときは，この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以

内に，京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし，当該期間内であっても，

この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは，審査請求をすることがで

きなくなります。 

２ また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に

対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に，京都

市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟

において京都市を代表する者は，京都市長となります。また，この処分をした行政庁は，

伏見区長ですが，訴訟について，裁判上の一切の行為をする権限を有する者は，京都市長

及び伏見区長となります。）。ただし，当該期間内であっても，この決定があった日（京都

市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日

から起算して１年を経過したときは，処分の取消しの訴えを提起することはできなくなり

ます。 



第５号様式（第６条関係） 

 

 

 

学区の安心安全ネットワーク継続応援事業計画変更・中止承認申請書 

 

 

（あて先）伏見区長 年   月   日 

住所（主たる事務所） 団体の名称及び代表者の氏名 

 

 

電話   － 

 

 

 

 

年  月  日付けで補助金の交付決定の通知を受けた事業の計画を、下記のとおり

変更・中止したいので承認願います。 

 

 

 

記 

 

 

 

１ 変更・中止の内容 

 

 

 

２ 変更・中止の理由 



第６号様式（第７条関係） 

 

学区の安心安全ネット継続応援事業実績報告書 

 

 

（あて先）伏見区長 年   月   日 

住所（主たる事務所） 団体の名称及び代表者の氏名 

 

 

電話   － 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例第１８条の規定により、学区の安心安全ネット

継続応援事業の実績について報告します。 

 

記 

 

交付決定日  

完了年月日  

事業費総額 円 

事業の内容  

 

事業の成果  

 

課 題 等  

 

 



第７号様式（第７条関係） 

 

学区の安心安全ネット継続応援事業補助金収支決算書 

 

（あて先）伏見区長 年   月   日 

住所（主たる事務所） 

 

団体の名称及び代表者の氏名 

 

 

電話   － 

 

 

１ 収 入 

項  目 金額（円） 内  訳 

１ 補助金 

 

２ その他 

  

合  計   

 

２ 支 出 

  

項  目 金額（円） 内  訳 

   

合  計   

 

 

 



第８号様式（第８条関係） 

                      京都市指令伏醍地  第  号 

                              年  月  日 

          

          様 

伏  見  区  長 

（ 担 当 ： 地 域 力 推 進 室 ） 

 

 

事業補助金交付額決定通知書 

 

 

   年  月  日付け京都市指令伏醍地第  号をもって交付を決定した学区

の安心安全ネット継続応援事業補助金について、京都市補助金等の交付等に関する条例

第１９条の規定に基づき、下記のとおり補助金交付額を確定したので通知します。 

 

記 

 

 

 

補助金交付額       円（概算払       円、精算払       円） 

 

 

 

 
１ この処分に不服があるときは，この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以

内に，京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし，当該期間内であっても，

この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは，審査請求をすることがで

きなくなります。 

２ また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に

対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に，京都

市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟

において京都市を代表する者は，京都市長となります。また，この処分をした行政庁は，

伏見区長ですが，訴訟について，裁判上の一切の行為をする権限を有する者は，京都市長

及び伏見区長となります。）。ただし，当該期間内であっても，この決定があった日（京都

市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日

から起算して１年を経過したときは，処分の取消しの訴えを提起することはできなくなり

ます。 



第９号様式（第９条関係） 

 

学区の安心安全ネット継続応援事業補助金概算払請求書 

 

 

（あて先）伏見区長 年  月  日 

住所（主たる事務所） 団体の名称及び代表者の氏名 

 

 

 

電話   － 

 

 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例第２１条の規定により、補助金の概算払を請

求します。 

交付決定日 年   月   日 

交付予定額                    円 

補助金の請求額                    円 

 

 

  



第１０号様式（第１０条関係） 

 

  年  月  日  

 

 

 （あて先）伏見区長  

 

申請者の所在地            

申請者の名称             

代表者の氏名             

 

伏見区醍醐地域安心安全ネット継続応援事業補助金に係る消費税及び地方消費税の額の

確定に伴う報告書 

 

  年  月  日付け京都市指令伏  地第  号で交付決定した上記補助事業

に関する消費税及び地方消費税の額について下記のとおり確定しましたので、伏見区醍醐

地域安心安全ネット継続応援事業補助金交付要綱第１０条の規定により、報告します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

２ 実施年月日 

 

３ 補助金額(区長が確定通知書により通知した額) 

                    円 

 

４ 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税 

に係る仕入控除税額（要補助金返還額） 

                    円 

 

注 別紙として積算の内訳等、４の金額がわかるものを添付してください。 

 

 

 

 

 

 

 


